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  ○前経営強化計画（2022 年 4 月～2025 年 3 月）においては、経営改善の重点施策として、「持続的成長を支える収益基盤の確立」「業域取引の基盤再構築と拡大」

「人材育成の強化」「信用リスク管理等、リスク管理体制の一層の強化」「業務の効率化・事務の堅確化」、さらに、この施策の着実な実行に向けた「経営強化計

画の確実な履行体制の構築」を掲げ、経営管理態勢の整備強化及び中小規模事業者に対する信用供与の円滑化に積極的に取り組んでまいりました。 

○この結果、計画の終期（2025年 3月期）までの実績は、以下のとおりとなりました。 

 ・収益性の向上（コア業務純益）、業務効率性の向上（業務粗利益経費率） 

   「コア業務純益」につきましては、貸出金利息収入を主とした業務収益が計画を上回ったことと、経費が計画の範囲内に収まったことにより、いずれの期も計 

画を達成することができました。また、「業務粗利益経費率」につきましても、業務粗利益がいずれの期も計画を上回り、経費支出の管理も適切に行ったこと等 

により、いずれの期も計画を達成することができました。 

 ・中小規模事業者向け貸出の増強 

   中小規模事業者に対する資金の供給を経営の最優先課題として取り組んだ結果、「中小規模事業者向け貸出残高及び比率」は、22年 9月期を除き、計画を達成 

いたしました。また、「経営改善支援等取組率」は、いずれの期も計画を達成しました。 

  【経営改善の目標と実績】                                              （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

【中小規模事業者向け貸出残高及び比率、経営改善支援等取組率】                             （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

前経営強化計画の実績についての総括 

 

2022/3 期 

（始期） 

23/3 期 24/3 期 25/3 期 

始期比 

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 

コア業務純益 199 174 220 46 187 311 124 215 276 61 77 

業務粗利益経費率 67.26 70.40 64.84 △5.56 69.10 57.19 △11.91 66.89 61.24 △5.65 △6.02 

 
 

2022/3 期 

（始期） 

23/3 期 24/3 期 25/3 期 

始期比 

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 

中小規模事業者向け貸出残高 29,816 30,500 30,676 176 30,550 32,135 1,585 32,200 33,461 1,261 3,645 

中小規模事業者向け貸出比率 46.58 47.50 49.15 1.65 47.43 51.89 4.46 49.53 54.22 4.69 7.64 

経営改善支援等取組率 19.22 19.34 23.66 4.32 19.32 19.76 0.44 19.33 19.50 0.17 0.28 

 



 

 

  当組合は業域信用組合としてスタートし、その後店舗所在地を中心とする地域へも業務展開を図るという独自の経営戦略をとってまいりました。 

今後も当組合は、相互扶助の理念や、組合員とのコミュニティ形成を通じた地域づくりという信用組合の原点に立ち、「業域を基盤として、地域への広がりも兼ね備えた」特色の

ある信用組合として、持続可能なビジネスモデルを構築すべく、以下の基本戦略により業務展開を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

以上の経営ビジョンと、前計画の実績を踏まえた課題認識に基づき、本計画においては、以下の経営基本方針で臨むことといたします。 

 

 

 

 

 

 

 

以上の経営基本方針に基づき、以下の 5つの事項を重点施策として位置づけ、これらの取り組みを通して、「中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化」を図るととも 

に「責任ある経営体制の確立」に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

経営の基本戦略 

経 営 ビ ジ ョ ン 

業域信用組合として培ったリレーションやノウハウを活用してお客様のニーズを的確に捉え、良質な金融サービスを提供することにより、「業域」及び「地

域」の発展に貢献いたします。 

本計画における経営基本方針 

①業域信用組合として、持続的に金融仲介機能を果たしていくため、取引基盤・収益基盤の拡大を図ります。  

②「業域」と「地域」の双方で業務展開を行う金融機関として金融仲介機能を発揮することにより、お客様の事業展開を幅広くサポートいたします。  

③持続可能な収益性と将来にわたる健全性に留意しながら、業務展開を図ります。 

本 計 画 に お け る 重 点 施 策 

①顧客基盤の維持・拡大と収益力の強化 

②業域取引基盤の確立 

③人材の確保・育成の強化 

④信用リスク管理等、リスク管理体制の一層の強化 

⑤業務の効率化・事務の堅確化 



 

 

➢ 当組合が金融仲介機能を持続的に果たしていくためには、顧客基盤の維持・拡大と収益力の強化が必要であります。そこで、以下の施策を実施してまいります。 

➢ 併せて、健全性の観点から、必要な施策を講じます。 

１．適切な貸出金利の設定  

 顧客の属性を踏まえた適正な金利に基づく収益を上げるため、次のような施策を展開してまいります。  

    ・個別の顧客毎に、財務内容、取引状況、取引履歴、担保等保全状況等を見極め適正な金利を設定いたします。  

    ・適正な金利を提示するための顧客との交渉力の向上を図ります。むやみに金利競争に陥らないようにいたします。  

２．不動産業向け貸出以外の貸出による利息収入の拡大  

  ・貸出金利息のうち、50%超を占める不動産業向け貸出以外の業域及び個人向け貸出等による利息収入の拡大を図ります。  

３．リスク管理を適切に行った不動産業向け貸出の実施  

 ・不動産業向け貸出については、収益確保には必要であることから、リスク管理を適切に行った上で取り組むものといたします。 

   そのため、引き続き、リファイナンス案件の規制、慎重な案件審査、及び適切な債権管理の実施等により、信用リスク削減を図ります。  

  ・不動産業向け貸出ポートフォリオについては、市場環境や収益状況等を勘案しつつ、定例的にモニタリングを行い、リスク管理に努めてまいります。  

４．余資運用収益の拡大  

 ・「金利のある世界」となったことにより、今後、利息収入の増加が見込まれるものの、金利の変動により金利リスクが高まることも想定し、市場動向や商品特性を見極めつつ、 

リスク管理力の強化等を通して、運用手段の調査や情報収集等を行い、余資運用収益の確保に努めます。  

５．役務取引等収益（フィービジネス）の拡大  

  ・リスクを伴わない貴重な収益源として、継続的に取り組んでいく必要があります。  

  ・役務取引等収支の業務粗利益に対する比率は 5%を目標といたします。  

  ・与信取引に係る手数料の他、その他の業務への拡大を図ります。  

  ・不動産事業会社との提携契約に基づく、不動産に関する情報の紹介による手数料収入の拡大を図ります。  

  ・前計画で改定した各種手数料については、収益状況や他行状況等も見ながら、更なる引き上げの余地がないか検討します。  

６．適切な金利設定等による預金の確保  

 ・預金については、顧客のニーズや当組合の収支状況を踏まえ、適切な金利設定や顧客の利便性向上等により確保し、顧客基盤の維持・強化を図ります。  

７．収益目標に一層重点を置いた評価体制の構築  

  ・営業店及び職員の収益意識を向上させるため、収益目標に対する取り組みや成果を適切に評価する体制を構築し、運用してまいります。 

  

 

３ 

顧客基盤の維持・拡大と収益力の強化 



 

 

１．対象とする市場と取引開拓・深耕 

 ・当組合が取引基盤を有する高齢者福祉・歯科医師・障がい者福祉を主要マーケットとして、取引拡大を目指してまいります。 

 ・今後、上記市場を中心に、経営課題の抽出と分析、ソリューションの提供、コンサル力の向上、フェース・トゥ・フェースによる木目細やかなリレーション強化等の施策を講じ 

  てまいります。 

 ・主要マーケットに含まれない業域先に対する融資等についても、顧客ニーズに合わせた取り組みを行ってまいります。 

２．経営改善支援業務の伴走型展開による業域取引の拡大  

 ・目利き力の発揮により、中小企業の事業性評価及びソリューションの提案を行い、顧客に寄り添った本業支援を行うことは、信用組合の重要な責務であります。 

 ・そこで、事業支援室を主体として、経営改善計画の策定支援等を、中小企業診断士等の外部専門家とも連携しながら進めてまいります。 

３．営業推進体制の機能維持・強化 

 ・次のように、顧客のニーズに的確に応えるための運営体制を敷き、営業店の特性を踏まえて、顧客とのリレーションを強化してまいります。 

➢  「業務部」「福祉・医療開拓推進室」「事業支援室」により構成される営業推進本部と営業店が連携し、顧客のニーズに的確に応えていく体制を維持・強化してまいり 

ます。 

➢  現状の各営業店における強み・弱み、取引拡大の可能性のあるマーケットの有無、貸出・預金業務のウェイト等の観点から検証を行い、営業店特性をより明確化した 

営業戦略の策定と要員配置により営業推進力の強化を図ってまいります。 

➢ 業務計画の進捗状況の月次管理、各種会議の連携、業務部による営業店統括機能の強化、取引先の重層管理の一層の徹底、営業職員の行動管理強化、効果的な 

キャンペーンの実施等、役員・本部・営業店一体となった営業推進体制の維持と更なる強化を図ります。 

４．存在感の向上のための PR 

 ・当組合の金融仲介機能の拡大のため、次のような認知度向上のための方策を講じます。 

    配布物の活用、業界紙への広告掲載、ホームページ内容拡充、セミナー開催等。 

５．貸出ポートフォリオのモニタリング体制強化 

 ・持続可能なビジネスモデルの構築に向けたポートフォリオ管理を行うため、データ整備の一層の強化を図ります。 

 ・データをもとに、業域と地域のバランス等を考慮した貸出戦略を策定します。 

 

 

 

 

 

業 域 取 引 基 盤 の 確 立 

４ 



 

 

 

  組合運営を行っていくうえで人材の確保は最重要であり、様々な施策により人員の確保に努めておりますとともに、営業推進力、業務遂行力、専門知識、リスク

管理、マネジメント力等の強化の観点から、人材育成を図っていくことが課題であると認識しております。前計画においては、職員の知識・能力、意識向上は相当

程度進捗いたしましたが、一人ひとりの業務遂行力は、未だ改善の余地があり、足元の営業力の強化はもとより、中長期的な観点での人材育成が大きな課題とな

っております。 

 人材を確保し、育成することには相応の時間を有することから、本計画においては、人材の確保・育成の強化を重点施策として位置づけ、以下の施策を推進し、 

計画的に人材の確保・育成ができる体制の整備に努めるとともに、職員一人ひとりの能力向上を図ってまいります。 

 １．人材の確保 

   さまざまなチャネルを活用して新入職員を採用するとともに、離職防止の取り組みを行うことにより、業務運営に必要な人材の確保を行います。 

 ２．人事評価管理制度の運用充実による職員のモチベーション向上とマンパワーアップ 

   評価について、業績以外にも、人材育成、経費管理、事務関連業務等を評価することにより、職員のモチベーションとマンパワーのアップを図ります。 

 ３．事務能力・業務スキル向上に向けた諸施策の実施 

   金融機関職員として必要な業務遂行力を身に付けるため、職員の事務能力・業務スキル向上を図ることを目的に、組合内外の研修や若手職員の育成強化等

を実施してまいります。 

 ４．計画的な能力開発 

   規程等に則り、資格保有の推進や取得した知識の業務への活用を通じて人材育成の強化を図ります。 

 ５．外部人材の活用 

   業務拡大に向け、補強すべき分野・業務に必要な外部人材の招聘を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

人 材 の 確 保 ・ 育 成 の 強 化 

５ 



 

 

１．個社別クレジットラインの運用強化 

   取引先の信用力に基づく的確なリスク管理を行うため、個社別クレジットラインの運用の強化に努めてまいります。 

２．不動産業向け貸出ポートフォリオの管理 

    不動産業向け貸出への業種偏重リスクが顕在化した場合の影響を考慮し、適切なポートフォリオ管理を行ってまいります。 

３．不良債権の圧縮 

    不良債権の圧縮や新たな不良債権の発生予防に努める等、体制の一層の強化に向けた方策を実施してまいります。 

４．信用リスク管理の高度化 

   ①リスクを踏まえた貸出の管理の徹底 

     貸出に当たっては、リスク状況を十分考慮しながら、信用リスク管理の徹底を図ります。  

   ②貸出審査体制の厳格な運営 

     総与信額 100百万円以上の案件については融資審議会で審議・決裁する体制、全決裁案件及び融資審議会案件の決裁状況を理事会へ報告する体制の厳 

格な運営に努めます。また、必要に応じ検証を加えていくことといたします。 

   ③稟議書等関連資料の充実 

     月次の自己査定結果、破綻懸念先以下の債権の回収計画、貸出残高分布・未保全額の状況等の信用リスク管理に関する資料を整備し、経営強化計画進捗 

管理委員会及び理事会に管理状況を報告する体制を継続するとともに、稟議書関連資料等の充実を図ってまいります。 

５．営業店の融資判断に係るスキル・能力の向上 

   審査部主体による指導や研修を通じて、営業店担当者の融資判断に係るスキル・能力の一層の向上を図ってまいります。 

 

 

 

１．市場リスク 

    今後の金利変動を含む市況の変化を見据え、リスク管理の高度化の観点から、VaR(Value at Risk)による市場リスク量の計測及びバックテスト等によ 

り、適切なリスク管理を行ってまいります。 

２．オペレーショナル・リスク 

    マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策、サイバーセキュリティ等のリスクについては、経営戦略の重要課題と位置づけ、的確な対応策を実施して 

まいります。 

 

信 用 リ ス ク 管 理 体 制 の 一 層 の 強 化 

そ の 他 リ ス ク 管 理 体 制 の 一 層 の 強 化 

６ 



 

 

業務の効率化・事務の堅確化は、業務の迅速な遂行、事務ミス削減、費用の効率的な支出による利益確保等の観点から必要であり、継続的に施策を推進する必要 

があるものと認識しております。 

１．戦略的・効率的な要員体制の構築 

   収益基盤の確保・拡大を図り、収益力強化に繋げていくためには、業務基盤の拡大や業務課題の解決が必要になります。そこで本計画では、現員の増員を想

定するとともに、モラール・モチベーション維持向上の観点から、戦略的・効率的に要員体制の構築を行ってまいります。 

２．営業店事務の効率化・合理化・堅確化 

   システム導入等を含む業務効率化に努めるとともに、本計画においては、事務ミス削減に向けて、現行の事務手続きの検証を通じて、課題や問題点等を抽出

し、更なる業務の効率化と事務の堅確化に向けて取り組んでまいります。 

３．動産・不動産の適切な管理 

   日々の営業活動の円滑な推進に支障をきたすことのないよう、各営業店の店舗設備等の動産・不動産については、補修等の適切な対応を行うとともに、今後

の対応方針の策定等を検討実施してまいります。 

４．取扱業務の見直し 

   取扱業務の見直しについては、顧客利便性や業務コストに加えて、実効性や効率性も踏まえて検討してまいります。 

５．物件費の抑制 

   前計画においては、予算管理体制の強化と職員の高いコスト意識のもと、物件費実績は計画の範囲内に収まっております。今後につきましても。経費予算管

理体制を一層強化してまいります。 

                                                          

                       【要員、経費計画】                        （単位：人、百万円）                                                   

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 務 の 効 率 化 ・ 事 務 の 堅 確 化 

 

2025/3期実績 26/3期計画 27/3期計画 28/3期計画 

常勤役職員数（人） 60 70 70 70 

人件費 442 485 505 525 

 

 
物件費 194 205 225 235 

うち機械化関連 83 85 87 89 
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企画部を統括管理部署とし、本計画における各種施策の企画・立案を行ってまいります。また、毎月開催している理事長を委員長とする「経営強化計画進捗管理委員会」に

おいて、引き続き「ＰＤＣＡ」サイクルにより、本計画の進捗状況の管理を行ってまいります。 

 

      

                                        

   本計画の実施により達成されるべき経営の改善の目標を以下のとおりとし、その必達に向けて取り組んでまいります。 

    １．収益性を示す指標 

      【コア業務純益】                                             （単位：百万円） 
 

2023/3期 

実績 

24/3期 

実績 

25/3期 

実績 

計画始期 

の水準 

26/3期 

計画 

27/3期 

計画 

28/3期 

計画 
始期比 

コア業務純益 220 311 276 276 244 293 348 72 

 (注） ＊コア業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益 

      

    ２．業務の効率性を示す指標 

      【業務粗利益経費率（ＯＨＲ）】                                         （単位：％） 

 2023/3期 

実績 

24/3期 

実績 

25/3期 

実績 

計画始期 

の水準 

26/3期 

計画 

27/3期 

計画 

28/3期 

計画 

始期からの 

改善幅 

業務粗利益経費率 64.84 57.19 61.24 61.24 65.33 63.39 61.08 0.16 

(注） ＊業務粗利益経費率 ＝ （経費 － 機械化関連費用） ÷ 業務粗利益 

            ＊機械化関連費用には、全信組センター・SKCセンター使用料、事務機器等の減価償却費、保守関連費用等を計上しております。 

                                      

 

 

経営強化計画の確実な履行体制の構築  

経 営 の 改 善 の 目 標 
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１．円滑な信用供与体制に向けた体制の整備  

業域取引の基盤再構築と拡大、お客様のニーズに的確に応えるための業務運営体制、役員・本部・営業店一体となった営業推進体制の更なる強化等により、 

信用供与の円滑化に向けた体制の強化を図ってまいります。 

２．担保又は保証に過度に依存しない融資の促進等 

➢ 診療報酬、調剤報酬、介護給付費等を担保とする「債権譲渡担保融資」の推進に継続的に取り組んでまいります。 

➢ 信用保証協会及び当組合の提携先等の保証付融資制度の活用を推進してまいります。 

➢ 業域マーケットを中心に、事業性評価に基づく無担保ローンの取り組みを強化してまいります。 

➢ 経営者保証ガイドラインを踏まえて、中小規模事業者への融資を促進してまいります。 

３．経営改善支援等の取り組み強化 

➢ 専門組織として「事業支援室」を設置し、同室が主体となり、支援先の経営課題の把握・分析、経営改善の取組みに係る企画立案など、外部専門家の協力を

得て取り組んでまいりました。また、外部専門家との協働で、セミナーや相談会を開催し、お客様へのノウハウ提供や、職員知識の向上に努めてまいりま

した。今後も引き続き、この体制を強化することにより、経営改善支援業務に積極的に取り組んでまいります。 

➢ 創業又は新事業開拓の支援につきましては、「女性・若者・シニア創業サポート融資」への更なる協力、「医師向け開業ローン」の積極的推進、介護事業等の

開業支援を行っている事業会社とのビジネスマッチング契約に基づく融資の推進、創業や新事業開拓に取り組む事業者への様々な情報提供、職員の外部研

修派遣等により、更なる取り組みの強化を図ってまいります。 

➢ 経営に関する相談に対しては、必要に応じ、外部機関や外部専門家の指導を仰ぎつつ、営業店と本部が一体となって解決に資するサポートに取り組んでま

いります。また、常にビジネスマッチングの可能性を念頭に置きながら、通常の営業活動を進めてまいります。 

➢ 早期の事業再生については、「事業支援連絡協議会」の運営の一層の充実を図り、外部専門家と連携の上、積極的に対応してまいります。 

➢ 事業承継等のニーズに対しては、東京都が実施する事業への参画、外部専門家によるセミナーの開催や相談会の開催など、顧客ニーズに的確に応えてまい

ります。 

 

 

 

 

 

 

中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 
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【中小規模事業者向け貸出計画】                                                                  （単位：百万円、％） 
 

2025/3期 

実績 

25/9期 

計画 

26/3期 

計画 

26/9期 

計画 

27/3期 

計画 

27/9期 

計画 

28/3期 

計画 

中小規模事業者向け貸出残高 33,461 33,400 33,400 33,450 33,650 33,800 33,950 

総資産 61,707 62,000 62,200 62,300 62,400 62,500 62,600 

中小規模事業者向け貸出比率 54.22 53.87 53.69 53.69 53.92 54.08 54.23 

  （注）中小規模事業者向け貸出比率 ＝ 中小規模事業者向け貸出残高 ÷ 総資産 

             

        【経営改善支援等取組計画】                                                                               （単位：先、％） 
 

2025/3期 

実績 

25/9期 

計画 

26/3期 

計画 

26/9期 

計画 

27/3期 

計画 

27/9期 

計画 

28/3期 

計画 

経営改善支援等取組先数 117 118 118 119 119 120 120 

期初債務者数 600 596 596 605 605 610 610 

支援取組率 19.50 19.79 19.79 19.66 19.66 19.67 19.67 

（注）・期初債務者数とは、「日本標準産業分類」の大分類に準じた業種別区分に基づく「地方公共団体」「雇用・能力開発機構等」 

                 「個人（住宅・消費・納税資金等）」を総債務者数から除いた数といたします。                                     

                ・「経営改善支援等取組先」は以下の取組先といたします。 

                 ①創業・新事業開拓支援先 ②経営相談先 ③早期事業再生支援先 ④事業承継支援先 ⑤担保・保証に過度に依存しない融資推進先 

 

 

 

信 用 供 与 円 滑 化 計 画 
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１．業務執行に対する監査又は監督の体制の強化 

➢ 理事会、監事会、常勤理事会を定例的に開催し、経営監視・牽制が適正に機能する体制を維持してまいります。 

➢ 監査部が、毎年度、内部監査計画を策定し監査を行うとともに、監査指摘事項に対するフォローアップ監査を行う体制を維持することにより、監査の実効 

性の更なる向上を図ってまいります。 

➢ 経営の客観性及び透明性を高めるため、全国信用協同組合連合会による定期的な経営指導を受けるとともに、全国信用組合監査機構による監査を年 1回受 

査してまいります。また、外部有識者による「経営諮問会議」を、今後も半期毎に開催し、助言・提言を経営に反映してまいります。 

２．リスク管理体制の強化 

➢ 統合的リスク管理委員会の運営の充実により、各種リスクの計測方法の検証と見直しを行い、経営陣がリスク量について適切に評価・判断できる体制をさ 

らに強化してまいります。また、ＡＬＭ運営についても本委員会が常勤理事会を補佐し、必要な対応を協議する体制を継続いたします。 

➢ 信用リスク管理については、前述の信用リスク管理の諸施策を確実に履行し、一層の信用リスク管理体制の強化に努めてまいります。 

➢ 市場リスク管理については、リスク管理の高度化のために導入した、VaRによる計測手法の的確な運用を図ってまいります。 

➢ 流動性リスク管理については、引き続き、規程に則った迅速な対応態勢で万全を期すとともに、流動性の確保に留意した資金運用を行ってまいります。 

➢ オペレーショナル・リスク管理については、事務リスク、システムリスク、情報セキュリティリスク、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与リスク、及 

びサイバーセキュリティ等の各リスクを経営戦略の重要課題と位置付け、個別のリスクに関する規程等に則り、管理体制を一層強化してまいります。 

３．法令遵守の体制の強化 

➢ 「コンプライアンス委員会」により、コンプライアンスに係る取組状況等を審議するほか、コンプライアンス・プログラムを策定し、進捗状況を月次単位で 

管理するなど、今後とも、法令等遵守体制の充実・強化を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

責 任 あ る 経 営 体 制 の 確 立 
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